
【
入

札
参

加
資

格
申

請
書

記
載

要
領

：
島

内
建

設
工

事
】

・
　

様
式

は
今

回
見

直
し

を
行

い
変

更
し

て
い

る
の

で
，

必
ず

今
回

示
し

た
所

定
の

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
。

（
前

回
の

様
式

等
の

場
合

は
，

受
付

不
可

）

・
　

当
該

審
査

票
の

「
提

出
の

有
無

」
欄

に
は

，
提

出
し

た
書

類
の

箇
所

に
「

○
」

を
記

載
し

，
提

出
を

要
し

な
い

書
類

の
箇

所
に

は
何

も
記

載
し

な
い

こ
と

。

・
　

書
類

に
つ

い
て

は
番

号
順

に
フ

ァ
イ

ル
に

綴
じ

る
こ

と
。

・
　

各
種

証
明

書
関

係
は

直
近

３
か

月
以

内
に

発
行

し
た

も
の

を
提

出
す

る
こ

と
。
（
写
し
で
も
可
）

　
 
た

だ
し

、
各

種
納

税
・

納
付

証
明

書
等

に
つ

い
て

は
直

近
１

か
月

以
内

の
原

本
を

提
出

す
る

こ
と

。

※
徳

之
島

町
内

に
住

所
等

の
あ

る
役

員
・

営
業

所
の

分
の

納
税

・
納

付
証

明
を

添
付

す
る

こ
と

。

・
　

労
災

保
険

料
納

入
証

明
書

に
つ

い
て

，
本

人
・

家
族

・
夫

婦
の

み
で

経
営

し
て

お
り

，
労

災
保

険
料

納
入

の
実

績
が

な
い

場
合

は
，

申
立

書
を

提
出

す
る

こ
と

。

・
　

雇
用

保
険

の
加

入
が

わ
か

る
書

類
に

つ
い

て
は

下
記

の
と

お
り

と
す

る
。

　
①

雇
用

保
険

料
納

入
証

明
願

　
②

雇
用

保
険

適
用

事
業

所
設

置
届

（
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
の

受
付

印
の

あ
る

も
の

）
の

写
し

　
 
※

新
規

加
入

の
事

業
所

の
場

合
に

限
る

。

　
③

そ
の

他
こ

れ
ら

に
準

ず
る

書
類

・
　

建
設

業
退

職
金

共
済

事
業

加
入

・
履

行
証

明
書

　
①

建
退

共
に

加
入

し
て

い
る

が
履

行
が

な
い

と
い

っ
た

理
由

で
加

入
・

履
行

証
明

書
の

提
出

が
出

来
な

い
場

合
は

，
共

済
契

約
者

証
の

写
し

を
添

付
す

る
こ

と
。

　
②

専
門

工
事

業
者

で
常

勤
役

員
・

常
勤

役
員

の
み

で
施

行
し

て
い

る
場

合
は

，
申

立
書

等
を

提
出

す
る

こ
と

。

　
③

上
記

以
外

で
証

明
書

の
提

出
が

出
来

な
い

場
合

は
、

そ
の

他
こ

れ
ら

に
準

ず
る

書
類

を
提

出
す

る
こ

と
。

・
　

消
費

税
納

税
証

明
書

（
そ

の
３

）
は

，
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
に

未
納

が
な

い
旨

の
証

明
を

受
け

る
こ

と
。

個
人

に
つ

い
て

は
「

そ
の

３
の

２
」

，
法

人
に

　
つ

い
て

は
「

そ
の

３
の

３
」

の
証

明
書

で
可



◎：１級資格者、○：２級資格者

土 と 石
し

ゅ
解 舗 園 建 大 屋 電 管

◎ ◎

○ ○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

○ ○ ○ ○ ○

○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

建築 ○ ○

躯体 ○ ○ ○

仕上げ ○ ○ ○

◎

○

◎

○

◎

○

◎ ◎ ◎

○ ○ ○

○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎

◎

◎

◎

◎

◎ ◎ ◎

◎

◎ ◎ ◎

◎

◎

◎

○

○ ○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎

○

○

111

コ ー ド

別添　技術職員の資格者コード①

　（注意事項）　舗装施工管理技術者,舗装診断士は入札参加資格申請時のみの資格です。

技
　
　
術
　
　
士
　
　
法

職

業

能

力

開

発

促

進

法

120
216

１級土木施工管理技士

212 ２級建設機械施工技士

228 ２級電気工事施工管理技士

127 １級電気工事施工管理技士

223
222

１級建築施工管理技士

238 ２級建築士

234 ２級造園施工管理技士

133 １級造園施行管理技士

建
　
　
設
　
　
業
　
　
法

214

１級建設機械施工技士

113

２級土木施工管理技士（薬液注入）

２級土木施工管理技士（土木）

230 ２級管工事施工管理技士

129 １級管工事施工管理技士

種
別

２級建築
施工管理技士

221

142 〃　　・ 「鋼構造物及びコンクリート」

143 農業 ・ 「農業土木」

239 木造建築士

141 建設

建
築
士
法

137

147 上下水道

148 〃　　・ 「上下水道及び工業用水道」

144 電気・電子

146 機械 ・ 「流体」又は「熱工学」

151 森林 ・ 「森林土木」

152 衛生工学

149 水産 ・ 「水産土木」

150 森林 ・ 「林業」

155 第１種電気工事士

157 とび・とび工（１級）

153 衛生工学・ 「水質管理」

154 衛生工学・ 「廃棄物管理」

171 建築大工（１級）

173 コンクリート圧送施工（１級）

164 型枠施行（１級）

166 ウェルポイント施行（１級）

176 配管（「建築配管作業」）・配管工（１級）

179 ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積ブロック施工（１級）

174 冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（１級）

175 給排水衛生設備配管（１級）

186 かわらぶき・スレート施工（１級）

196 造園（１級）

180 石工・石材施工・石積み（１級）

184 板金（「建築板金作業」）・建築板金・板金工（「建築板金作業」） （１級）

資格区分

399 舗装診断士

199 舗装施工管理技術者（１級）

299 舗装施工管理技術者（２級）

040 基礎施工士

060 解体工事施工技士

１級建築士



◎：１級資格者、○：２級資格者

土 と 石
し

ゅ
解 舗 園 建 大 屋 電 管

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○ ○ ○

○

○

○

○

別添　技術職員の資格者コード②

コ ー ド

登録橋梁基幹技能者

登録造園基幹技能者

資格区分

登録電気工事基幹技能者

基
　
 
　
幹
 
　
　
技
 
　
　
能
 
　
　
者

064

登録ダクト基幹技能者

登録機械土工基幹技能者

登録海上起重基幹技能者

登録大工基幹技能者

登録基礎工基幹技能者

登録標識・路面標示基幹技能者

登録コンクリート圧送基幹技能者

登録トンネル基幹技能者

登録配管基幹技能者

登録鳶・土工基幹技能者

登録PC基幹技能者

登録型枠基幹技能者

登録建築大工基幹技能者

登録冷凍空調基幹技能者

登録運動施設基幹技能者

登録建築板金基幹技能者

登録グラウト基幹技能者

登録切断穿孔基幹技能者

登録エクステリア基幹技能者
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規

　
　　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
所

属
等

：
M
a
i
l
：

継
続

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
書

類
作

成
者

連
絡

先
　

　
　氏

名
：

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

電
話

番
号

：
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

※
 
標

題
『

令
和

６
年

度
入

札
参

加
資

格
申

請
』

と
会

社
名

等
を

フ
ァ

イ
ル

の
表

面
及

び
背

面
に

記
入

し
、

本
様

式
順

に
綴

じ
る

こ
と

審
査

・
書

類
一

覧
票

：
建

設
工

事
（

当
該

様
式

）

建
設

工
事

入
札

参
加

資
格

審
査

申
請

書

技
術

的
適

性
等

に
関

す
る

事
項

　
技

術
職

員
数

等
名

簿

直
前

２
年

の
各

事
業

年
度

に
お

け
る

工
事

施
工

金
額

工
事

経
歴

書
（

直
前

2
年

分
）

自
己

及
び

自
社

の
役

員
等

の
名

簿

経
営

事
項

審
査

申
請

書
（

表
2
枚

）

経
営

事
項

審
査

結
果

表
（

県
知

事
許

可
分

）

建
設

業
許

可
書

　
※

直
近

で
許

可
を

受
け

た
最

新
の

も
の

労
災

保
険

料
納

入
証

明
書

※
 
納

入
実

績
の

な
い

場
合

は
別

紙
申

立
書

を
添

付
す

る
こ

と
（

証
明

先
：

労
働

基
準

監
督

局
・

署
）

雇
用

保
険

加
入

に
関

す
る

証
明

書

建
設

業
退

職
金

共
済

事
業

の
加

入
・

履
行

証
明

書

消
費

税
納

税
証

明
書

（
「

そ
の

３
」

：
未

納
が

な
い

旨
の

証
明

）
（

証
明

先
：

税
務

署
）

各
納

税
・

納
付

証
明

書
（

原
本

）

※
法

人
・

登
記

簿
謄

本
に

記
載

さ
れ

て
い

る
役

員
分

の
も

の
、

個
人

の
場

合
は

事
業

主
の

も
の

。

納
税

証
明

書
（

証
明

先
：

徳
之

島
町

税
務

課
）

介
護

保
険

料
納

付
証

明
書

※
役

員
の

中
に

6
5
歳

以
上

の
者

が
い

る
場

合
（

証
明

先
：

徳
之

島
町

介
護

福
祉

課
）

水
道

料
金

納
入

証
明

書
（

証
明

先
：

徳
之

島
町

水
道

課
）

町
営

住
宅

使
用

料
納

入
証

明
書

（
証

明
先

：
徳

之
島

町
建

設
課

）

町
有

牛
土

地
改

良
事

業
分

担
金

（
負

担
金

）
納

入
証

明
書

（
証

明
先

：
徳

之
島

町
農

林
水

産
課

）

土
地

改
良

事
業

分
担

金
（

負
担

金
）

納
入

証
明

書
（

証
明

先
：

徳
之

島
町

耕
地

課
）

個
人

住
民

税
に

係
る

特
別

徴
収

実
施

確
認

・
開

始
誓

約
書

（
法

人
）

商
業

登
記

簿
謄

本
（

履
歴

事
項

全
部

証
明

書
）

（
個

人
事

業
主

）
事

業
主

の
住

民
票

ま
た

は
身

分
証

明
書

の
写

し

誓
約

書
○

1
3

（
様

式
4
）

○ ○
1
1

（
別

紙
）

○
（

様
式

2
）

○○

4 8 9

○
63

○ ○
1
2

1
0

○ ○ ○ ○ ○○

7
※

雇
用

保
険

に
つ

い
て

は
，

雇
用

保
険

料
納

入
証

明
書

等
の

加
入

が
わ

か
る

書
類

を
添

付

○
5

○
（

様
式

1
）

○○

1

○
（

様
式

3
）

2

○

提
出

の
有

無
番

号
内

　
　

　
　

　
　

容
※

徳
之

島
町

確
認

欄

（
記

載
不

要
）

フ
ァ

イ
ル

の
綴

じ
方

入
札

参
加

資
格

の
審

査
・

書
類

一
覧

票
（

島
内

に
本

店
を

有
す

る
者

）
：

建
設

工
事

受
付

番
号

：
　

　

提
出

す
る

も
の

に
○

を
つ

け
る

こ
と

。

新
規

申
請

の
場

合
は

、
「
新

規
」
、

過
去

に
町

の
入

札
参

加
資

格
を

有
し

て
い

る
場

合
「
継

続
」
に

チ
ェ

ッ
ク

す
る

こ
と

。

申
請

内
容

の
確

認
，

修
正

等
の

連
絡

を
す

る
た

め
，

担
当

者
の

連
絡

先
等

を
記

入
す

る
こ

と
。



-
1
-

年
月

日

－
－

）

第
号

受
付

印

(
2
9
)
清

掃
施

設
工

事

）

　
な

お
，

申
請

者
は

，
地

方
自

治
法

施
行

令
（

昭
和

2
2
年

政
令

第
1
6
号

）
第

 
1
6
7
条

の
４

第
１

項
に

該
当

し
な

い
者

で
あ

る
こ

と
及

び
提

出
書

類
の

全
て

の
記

入
事

項
は

事
実

と
相

違
な

い
こ

と
を

誓
約

し
ま

す
。

　
令

和
６

年
度

に
お

い
て

，
徳

之
島

町
が

発
注

す
る

建
設

工
事

の
競

争
入

札
に

参
加

し
た

い
の

で
，

指
定

の
書

類
を

添
え

て
入

札
参

加
資

格
の

審
査

を
申

請
し

ま
す

。

（
電

話
番

号

号

徳
之

島
建

設
　

株
式

会
社

代
表

者
氏

名

と
く

の
し

ま
け

ん
せ

つ

商
号

又
は

名
称

（
ふ

り
が

な
）

左
官

工
事

代
表

取
締

役
　

亀
津

　
太

郎

令
和

0
9
9
7

8
2

1
2
3
4

建
設

工
事

入
札

参
加

資
格

審
査

申
請

書

(
2
4
)
電

気
通

信
工

事

(
2
7
)
水

道
施

設
工

事

(
5
)

解
体

工
事

受
付

番
号

大
島

郡
徳

之
島

町
亀

津
7
2
0
3

許
可

（
般 特

―
2

第
1
2
3
4
5

住
所

徳
之

島
町

長
　

殿

鹿
児

島
県

知
事

 国
 土

 交
 通

 大
 臣

１
．

入
札

参
加

資
格

審
査

を
申

請
す

る
建

設
工

事
の

種
類

(
2
5
)
さ

く
井

工
事

(
2
6
)

(
2
0
)
防

水
工

事

(
2
2
)

建
設

工
事

の
種

類

消
防

施
設

工
事

建
具

工
事

申
請

の
有

無
建

設
工

事
の

種
類

● ○

申
請

の
有

無
申

請
の

有
無

建
設

工
事

の
種

類

屋
根

工
事

(
2
8
)

(
2
3
)
熱

絶
縁

工
事

(
2
1
)
内

装
仕

上
工

事

(
1
5
)

鋼
構

造
物

工
事

(
1
0
)
造

園
工

事

(
1
1
)

機
械

器
具

設
置

工
事

○

(
1
7
)
板

金
工

事

(
1
9
)
塗

装
工

事

(
1
8
)
ガ

ラ
ス

工
事

(
8
)

(
6
)

(
7
)

(
1
6
)
鉄

筋
工

事

ﾀ
ｲ
ﾙ
･
れ

ん
が

･
ﾌ
ﾞ
ﾛ
ｯ
ｸ
工

事

電
気

工
事

(
1
2
)
管

工
事

石
工

事

大
工

工
事

○

(
1
4
)

(
1
)

(
2
)

(
3
)

(
4
)

土
木

一
式

工
事

と
び

･
土

工
･
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
工

事

(
1
3
)

印

し
ゅ

ん
せ

つ
工

事

建
築

一
式

工
事

申
請

の
有

無
建

設
工

事
の

種
類

(
9
)

舗
装

工
事

○

複
数
の
許
可
が
あ
る
場
合
は
並
べ
て
記
入

入
札
参
加
資
格
申
請
を
行
う
建
設
工
事
に
つ
い
て
「
○
」
印
を
つ
け
る
。

（
注
意
）

建
設
業
許
可
を
受
け
た
工
種
に
つ
い
て
「
○
」
印
を
つ
け
て
申
請
し
て
下
さ
い
。
ま
た
こ
れ
ら
の
中
で
、
営
業
の
主
力
と
す
る
も

の
を
必
ず

１
つ
選
択
し
「
●
」
と
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
申
請
を
し
た
工
種
の
建
設
業
許
可
書
を
必
ず
添
付
し
て
下
さ
い
。



［
様
式
１
］

２
．
技
術
職
員
数

土
と

石
し

解
舗

園
建

大
屋

電
管

◎
◎

◎
◎

◎
◎

◎
○

○

◎
◎

◎
◎

◎ ○
◎

○

○

　
な
お
，
申
請
者
は
，
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
2
2
年
政
令
第
1
6
号
）
第
 
1
6
7
条
の
４
第
１
項
に
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
及
び
提
出
書
類
の
す
べ
て
の
記
入
事
項
は
事
実
と
相
違
な
い
こ
と
を
誓
約
し
ま
す
。

○
○

○
○

○

土
と

石
し

解
舗

園
建

大
屋

電
管

　
（
注
）
申
請
業
種
に
つ
い
て
の
み
記
入
す
る
こ
と
。

0
0

0

昭
和
4
6
年
1
0
月
1
日

昭
和
5
3
年
4
月
1
日

平
成
9
年
3
月
1
1
日

昭
和
4
6
年
3
月
3
1
日

昭
和
5
4
年
5
月
1
日

平
成
1
1
年
8
月
2
5
日

2
3
4

2
2
8

2
3
0

2
3
0

1
2
7

1
9
9

3
9
9

2
1
4

1
1
1

2
1
4

1
1
3

2
9
9

1
1
3

2
2
1

花
徳
　
和
也

1
3

1
4

1
59 1
0

1
1

1
283 4 5 6

採
用

年
月

日
有

資
格

区
分

コ
ー

ド
業

種
の

区
分

亀
津
　
太
郎

亀
徳
　
花
子

技
術

的
適

性
等

に
関

す
る

事
項

番
号 1 2

氏
名

　
〃

7

井
之
川
　
勇

　
〃

母
間
　
義
弘

1
0

3
3

2
2

1

1
2

1

2 2

轟
木
　
竜
二

１
級

技
術

者
の

合
計

（
◎

の
数

）
0

0
0

0
0

２
級

技
術

者
の

合
計

（
○

の
数

）

0

1
1

1

１
人
で
４
つ
以
上
の
資
格
を
申
請
す

る
場
合
は
，
行
を
別
に
し
て
記
入

「
舗
装
診
断
士
（
コ
ー
ド
３
９
９
）
」
は
４
つ
以
上
の
資

格
を
申
請
す
る
場
合
で
な
く
て
も
，
単
独
の
行
を

設
け
て
記
入
す
る
こ
と
。

有
資
格
区
分
コ
ー
ド
に
は
，
別
添
「
技
術
職
員
の
有
資
格

コ
ー
ド
一
覧
」
に
掲
げ
る
資
格
の
み
記
入

「
業
種
の
区
分
」
の
欄
は
，
別
添
「
技
術
職
員
の
資
格
者
コ
ー
ド
一
覧
」
に
基
づ
き
，

１
級
相
当
の
資
格
の
場
合
は
「
◎
」
を
，
２
級
相
当
の
資
格
の
場
合
は
「
○
」
を
そ
れ
ぞ
れ
記
入
。



[様式2]

（ 税込 税抜

（土）工事 （舗）工事 （園）工事 工事

第 期 公 共 5,000 5,000 2,500 12,500

令和 3 年 4 月 1 日から 民 間 600 200 300 1,100

令和 4 年 3 月 31 日まで 3,500 3,500

5,600 8,500 200 2,800 17,100

第 期 公 共 5,000 10,000 400 15,400

令和 4 年 4 月 1 日から 民 間 500 200 700

令和 5 年 3 月 31 日まで 1,000 1,000

5,500 11,000 200 400 17,100

第 期 公 共

令和 年 月 日から 民 間

令和 年 月 日まで

第 期 公 共

令和 年 月 日から 民 間

令和 年 月 日まで

第 期 公 共

令和 年 月 日から 民 間

令和 年 月 日まで

第 期 公 共

令和 年 月 日から 民 間

令和 年 月 日まで

４　記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。

７　当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。

    ることができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。

５　「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和40年法律第34号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団

    体を除く。）及び第18条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載するこ

　　と。

６　「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上にな

   る場合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。

記載要領

１　この表には、申請又は届出をする日の直前２年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。

２　「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。

３　「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設

    工事の施工金額」の欄は、許可を受けていない建設工事について記載すること。

    ただし、会社法（令和17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円単位をもつて表示す

元

請

下 請

計

元

請

下 請

計

元

請

下 請

計

元

請

下 請

計

元

請

下 請

計

元

請

下 請

計

（用紙Ａ４）

直前２年の各事業年度における工事施工金額

／単位：千円　）

事 業 年 度
注 文 者
の 区 分

許 可 に 係 る 建 設 工 事 の 施 工 金 額 そ の 他 の
建設工事の
施 工 金 額

合 計

該当するものに

○を付す。

直前２箇年間の各事業年度に
完成した建設工事の請負代金
の額を記載する。



[
様

式
3
]

(
・

)

3
年

5
月

3
年

1
2
月

4
年

6
月

5
年

1
月

4
年

6
月

4
年

1
0
月

4
年

1
1
月

5
年

3
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

6
3
,
0
0
0

千
円

5
,
0
0
0

千
円

合
計

4
件

6
8
,
0
0
0

千
円

5
0
,
0
0
0

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

6
3
,
0
0
0

千
円

5
,
0
0
0

千
円

小
計

4
件

6
8
,
0
0
0

千
円

5
0
,
0
0
0

千
円

千
円

令
和

令
和

令
和

令
和

千
円

千
円

千
円

千
円

令
和

令
和

令
和

令
和

千
円

千
円

千
円

千
円

令
和

令
和

令
和

令
和

千
円

千
円

5
,
0
0
0

千
円

千
円

令
和

令
和

令
和

令
和

㈱
奄

美
建

設
下

請
県

道
○

○
線

道
路

改
良

工
事

（
舗

装
工

事
）

徳
之

島
町

花
徳

　
和

也
レレ

3
,
0
0
0

千
円

千
円

Ａ
元

請
Ａ

邸
造

成
工

事
徳

之
島

町
母

間
　

義
弘

1
0
,
0
0
0

千
円

千
円

令
和

令
和

令
和

令
和

徳
之

島
町

元
請

亀
津

○
○

線
道

路
改

築
工

事
徳

之
島

町
亀

津
 
太

郎
レレ

5
0
,
0
0
0

千
円

5
0
,
0
0
0

千
円

鹿
児

島
県

元
請

Ｊ
Ｖ

地
す

べ
り

対
策

工
事

（
○

○
工

区
）

徳
之

島
町

亀
津

 
太

郎

請
負

代
金

の
額

工
期

氏
名

主
任

技
術

者
又

は
監

理
技

術
者

の
別

（
該

当
箇

所
に

ﾚ
印

を
記

載
）

う
ち

，
　

・
P
C

　
・

法
面

処
理

　
・

鋼
橋

上
部

着
工

年
月

完
成

又
は

完
成

予
定

年
月

主
任

技
術

者
監

理
技

術
者

注
文

者

元
請

又
は

下
請

の
別

J
V

の 別
工

事
名

工
事

現
場

の
あ

る
都

道
府

県
及

び
市

区
町

村
名

配
置

技
術

者

（
用

紙
Ａ

４
）

工
　

事
　

経
　

歴
　

書
（

直
前

２
年

）
（

建
設

工
事

の
種

類
）

工
事

税
込

税
抜

工
事
の
種
類
ご
と
に
作
成
す
る
。

「
注
文
者
」
及
び
工
事
名
の
欄
の
記
入
に

あ
た
っ
て
は
，
個
人
の
氏
名
が
特
定
さ
れ

な
い
よ
う
に
留
意
し
て
記
入
。

（
記
入
例
）

・
注
文
者
「
青
木
」
→
「
Ａ
」
と
記
載
す
る
こ
と
。

鹿
児
島
県
は
省
略
し
て
よ
い
。

県
外
の
場
合
は
府
県
名
も
記
入
す
る
。

各
工
事
現
場
の
配
置
技
術
者
の
名
前
を

記
入
し
，
該
当
す
る
技
術
者
区
分
に
「
レ
」

印
を
記
入
す
る
。

該
当
す
る
も
の
に

○
を
付
す
。



  （別紙）                                        

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

注１　代表者も含めて作成してください。
　２　記入欄が不足する場合は適宜追加してください。

住　　　　　　所

男 H9.3.11
井之川　勇

大島郡徳之島町亀津7203

徳之島町井之川9876

徳之島町花徳6543

徳之島町亀津1234

徳之島町亀徳5678

男 S46.10.1
亀津　太郎

営業所長
けどく　かずや

男 S46.3.31
花徳　和也

取締役
いのかわ　いさむ

　　氏   名   又   は   名   称

住所又は主たる事務所の所在地

徳之島建設　株式会社

取締役
かめとく　はなこ

女 S53.4.1
亀徳　花子

代表取締役
かめつ　たろう

－建設業許可番号

自己及び自社の役員等の名簿

役　職　名
ふ り が な

氏 名
性別 生年月日

○報告すべき対象者は，以下に該当する者（監査役又はこれに準ずる者を除く。）

ア 法人にあっては，役員（非常勤の者を含む。），支配人，営業所等（営業所，事業所その他

これらに準ずるものをおう。）を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わ

ず法人の経営を行う役職にある者又は実質的にその経営を支配している者

イ 法人格を有しない団体にあっては，代表者，理事その他アに掲げる者と同等の責任を有す

る者

ウ 個人にあっては，本人又はその支配人，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有

するものであるかを問わずその経営を行う役職にある者。



（労災保険）

令和　　年　　月　　日

当事業所は、本人・家族・夫婦のみで経営しているので，
　　労災保険に加入していません。

申　　　　立　　　　書

徳之島町長
　　高岡　秀規　殿

住   所

商   号

代表者
㊞

本人、家族、夫婦のみで経営しており労災保険料納入の実績がない場
合はこの申立書の様式を参考にして記載し提出すること
※あくまで記載例なので内容を適宜修正して提出すること



（労災保険）

令和　　年　　月　　日

当社は専門工事業者であり，工事に当たっては，当社の常勤社員
　のみで施工しており，日雇労働者は雇用しておりません。

また，日雇労働者を雇用している者に下請工事を発注しておりませ
　ん。

以上の理由で，建設業退職金共済に加入しておりません。

申　　　　立　　　　書

徳之島町長
　　高岡　秀規　殿

住   所

商   号

代表者
㊞

本人、家族、夫婦のみで経営しており労災保険料納入の実績がない場
合はこの申立書の様式を参考にして記載し提出すること
※あくまで記載例なので内容を適宜修正して提出すること



本人、家族、夫婦のみで経営しており労災保険料納入の実績がない場
合は別紙申立書の様式を用いて提出すること



入札参加資格申請用の様式があるので、本様式を用いること。



   （申請者）

所　在　地

事業場名称 ㊞

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　

提出先機関名 徳之島町役場農林水産課

使  用  目  的 令和５年度徳之島町入札参加資格審査のため

徳之島町役場農林水産課　　　　　

町有牛貸付金担当者 ㊞

記

申請者は、町有牛貸付金ついて　納付済・該当なし・分納済であることを証明します。

令和　　年　　月　　日

町有牛貸付金納入証明願

令和　　年　　月　　日

徳之島町役場農林水産課　殿

　

　

　下記により、町有牛貸付金について　納付済・該当なし・分納済であることを証明願い
ます。

該当がない場合も「該当なし」である旨の証明を得ること。



   （申請者）

所　在　地

事業場名称 ㊞

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　

提出先機関名 徳之島町役場建設課

使  用  目  的 令和５年度徳之島町入札参加資格審査のため

徳之島町役場耕地課　　　　　

土地改良事業分担金徴収担当者 ㊞

記

申請者は、土地改良事業分担金ついて　納付済・該当なしであることを証明します。

令和　　年　　月　　日

土地改良事業分担金納入証明願

令和　　年　　月　　日

徳之島町役場耕地課長（土地改良事業分担金徴収担当者）　殿

　

　

　下記により、土地改良事業分担金について　納付済・該当なしであることを証明願いま
す。

該当がない場合も「該当なし」である旨の証明を得ること。



住所

商号又は名称

代表者氏名

□　チェック欄（該当する項目のいずれかにチェックを入れてください。）

１　〈領収証書の写しを貼付〉

□　　当事業所は，現在，鹿児島県　　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指

　　定を受け，従業員等の個人住民税について，特別徴収を実施し納入しています。

　　　→　直近の領収証書の写しを貼付してください。

２　〈県外事業所で鹿児島県内に事業所がなく居住する従業員等もいない場合〉

□       　　　当事業所は，鹿児島県内に事業所（支店，営業所等を含む。）がなく，

　　　かつ，鹿児島県内に居住する従業員がいません。

　　注）以下のチェック項目に該当する場合は，鹿児島県内の事業所の所在地の市町村で確認を受けてください。

４
　
　
□

〈特別徴収義務が無い場合〉

　当事業所は，個人住民税について特別徴収義

務の無い事業所です。

市

町

村

確

認

印

５
　
　
□

〈特別徴収義務があるが実施していない場合〉

　当事業所は，令和　　年　　月から，従業員等
の個人住民税について，特別徴収を開始するこ
とを誓約します。
　つきましては，特別徴収税額の決定通知書を
当社（者）あてに送付してください。

市

町

村

確

認

印

個人住民税に係る特別徴収実施確認・開始誓約書

令和　　　年　　月　　　日

こちらに直近の領収証書の写しを貼り付けてください。

３
　
　
□

〈特別徴収の実施確認〉

　当事業所は，従業員等の個人住民税につい

て，特別徴収を実施しています。

市

町

村

確

認

印

該当がない場合も「該当なし」である旨の証明を得ること。



第４号様式

１　自己又は自社の役員等は，次のいずれにも該当する者ではありません。

 (1)  暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成26年鹿児島県条例第22号）第２条第３号

　　に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

 (2)  自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

　　もって，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

　　号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用してい

　　る者

 (3)　暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品

　　その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴

　　力団の維持運営に協力し，又は関与している者

 (4)　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

 (5)　暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用

　　している者

２　暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人等ではありません。

令和 年 月 日

　　徳之島町長　　　　殿

　　　法人その他の団体にあっては，主
　　　たる事務所の所在地，名称及び表
　　　者の氏名

住　　　　所 大島郡徳之島町亀津7203

（ふりがな） とくのしまけんせつかぶしきがいしゃ

徳之島建設　株式会社

氏　　　　名 代表取締役　亀津　太郎

誓　　約　　書

　私は，下記の事項について誓約します。
  なお，徳之島町建設工事入札参加資格審査のため，下記の事項について，徳之島町長が鹿児島県警
察本部長に照会することを承諾し，照会で確認された情報は，今後，私が徳之島町と行う他の契約等
における身
分確認に利用することに同意します。

記


